
№
実施要領または仕様

書の関連個所
質問項目 質問内容 回答

1
仕様書 第４の３
（２）ア 

12日間の移行期間における
「現行システムからのデー
タ抽出作業」の包含関係お
よびタイミングについて

1月20日〜1月31日の12日間の移行期間につい
て、現行システムからの「データ抽出（エク
スポート）作業時間」もこの12日間に含まれ
るという認識でよろしいでしょうか。それと
も、データ抽出自体は休館前の1月20日より
前に実施される想定でしょうか。 休館前に
データ抽出を行う場合、抽出日から休館開始
日（1月20日）までの間に発生した動的な
データ差分（貸出・返却・新規登録等）につ
いて、新システム稼働日までに差分移行作業
（追加コンバート等）を受託者側で実施する
必要があるか、町様の運用想定を教えてくだ
さい。

現行システムからのデータ抽出作業については、新受託者
が行うものではなく、発注者（本町）が別途現行システム
事業者に委託して実施します（仕様書第4の3(2)ア参
照）。
本番データの抽出、新システムへの本番移行、および検証
のスケジュールについては、原則として令和9年1月20日
（水）の休館期間の開始に合わせて実施することを想定し
ています。
なお、抽出のタイミングや直前のデータ差分の取り扱い、
具体的な移行手順の詳細については、契約締結後に発注
者、新受託者、および現行システム事業者を含めて協議の
うえ決定します。

2
仕様書第４の３
（２）エ（イ）

ただし、新システムの仕様
上、一部の項目が取り込み
(インポート)できない場合
は、受託者が、発注者によ
る閲覧、年度単位の集計お
よび検索が可能なExcel形
式（xlsx）等の汎用的な
データ形式に整形した上
で、別途納品すること。

現行の統計資料にて出力されている項目を、
すべて納品対象としてご要望されているとの
認識でよろしいでしょうか。

現行システムの統計データについては、新システムへの直
接取り込みを原則としています。
ただし、新システムの仕様上、データベースへの直接取り
込みができない過去の統計項目が存在する場合は、以下の
対応を想定しています。
・データの打ち出し：現行システムからの統計帳票やCSV
等のデータ打ち出し作業は、発注者（本町）側で行いま
す。
・納品・整形：本町にて出力したデータを移行対象として
受託者に提供し年度単位の集計および検索が可能なExcel
形式（xlsx）等の汎用的なデータ形式に整形した上で、別
途納品していただきます。
※網羅的な個別のファイル作成・納品を求めるものではあ
りません。具体的な移行対象項目やデータ範囲、授受の方
法については、契約締結後に現行システムの仕様および新
システムの機能を踏まえて協議のうえ決定します。
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3
仕様書 第４の３の２
（２）イウ

12日間の移行期間における
外字・異体字の「事前完全
マッピング」の必須化につ
いて

本業務では1月20日〜1月31日の12日間の休館
期間中にデータ移行と蔵書点検を完了する計
画ですが、外字・異体字（多賀町固有の人
名・地名等）の移行時における文字化けや検
索不具合は開館後の貸出業務に致命的な支障
をきたします。これを完全に回避するため、
本番移行前に「新システムでの外字の完全互
換および外字辞書マッピングが、検証データ
上で100%エラーなく完了していること」を、
事前リハーサルにおける本番移行可否判定の
必須基準と定義されますでしょうか。

外字・異体字の正確な移行の重要性は同様に認識していま
すが、事前リハーサルにおける本番移行の可否判定として
「外字のマッピング100%エラーなし」といった一律の厳格
な基準をあらかじめ定めているものではありません。
本業務では、移行リハーサル等を適切に実施して文字化け
や検索不具合等を事前に洗い出し、受託者の責任において
適切な変換・加工および修正を行っていただくことを求め
ています。
リハーサル時の検証項目や本番移行に向けた確認プロセス
等の詳細については、契約締結後に策定するデータ移行計
画の中で、発注者と受託者で十分に協議のうえ決定しま
す。

4
仕様書第４の３
（２）エ（ア）

移行データの初期提供
抽出データ（テスト環境用
データ）の提供後、原則と
して3週間以内に、新シス
テム環境への仮取り込みを
行った「テスト版（検証用
環境）」を発注者に提供
し、職員による画面確認や
データ整合性の初期検証を
可能とすること。

抽出データとは、データ抽出回数の１回目の
テストデータとの認識でよろしいでしょう
か。
また、職員による画面確認やデータ整合性の
初期検証とは、利用者データ、蔵書データ、
受け入れデータ、予約データ、貸出データ、
統計データ等のすべてのデータを次期システ
ム上での業務画面より確認し、データ整合性
の初期検証をされるとの認識でよろしいで
しょうか。
「提供後、原則として3週間以内」とは３週
間を厳守するとの認識でよろしいでしょう
か。

1.抽出データについて
ご認識のとおりです。ここでいう抽出データとは、データ
抽出回数（全2回）のうちの「1回目のテストデータ」を指
します。
2.職員による画面確認やデータ整合性の初期検証について
ご認識のとおりです。テスト版（検証用環境）に仮取り込
みされた各種主要データ（利用者、蔵書、書誌、予約、貸
出、過去の統計データ等）について、新システムの業務画
面や検索機能等を用いて職員が確認し、データ件数や内容
の整合性を初期検証することを想定しています。
3.「提供後、原則として3週間以内」の期限について
本期限は厳格かつ一律の締め切りとして定めているもので
はなく、あくまで目安です。その後の移行リハーサルや蔵
書点検準備等のスケジュール全体に影響を及ぼさないよ
う、速やかな提供をお願いするものです。具体的なスケ
ジュールや進め方の詳細については、契約締結後の工程協
議で調整します。
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5
仕様書第４の３
（２）エ（イ）

「同日までの過去の利用統
計データ」（貸出・返却ロ
グ、館種別・分類別集計
データ等）」および「過去
の蔵書点検履歴データ」等
とする。

利用統計データとは、各種年報統計データも
含むとの認識でよろしいでしょうか。
令和8年度の各種年次統計データは、職員様
の統計作業の負担を考慮して新システムから
合算して直接出力するとの認識でよろしいで
しょうか。

1.各種年報統計データについて
ご認識のとおりです。「利用統計データ」には、各種年報
や行政報告の作成に必要となる日別・月別・年度別の貸出
冊数や利用者区分別・分類別の集計データ等の基礎的な統
計データが含まれます。
2.令和8年度の各種年次統計データの出力について
ご認識のとおり、新システム稼働後における年次統計デー
タの作成では、新旧システムのデータが適切に連携・合算
され、職員の事務負担が軽減される形で新システムから直
接出力（または容易に集計）できることを期待していま
す。ただし、パッケージの標準仕様やデータ構造を踏ま
え、合算できない場合も含めて、実務上最も効率的に年次
統計を作成できる運用方法を提案の中に含めていただくよ
うお願いします。
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6
仕様書第４の３
（２）エ（イ）

「過去の統計データ等の移
行について、・・・」新シ
ステムの仕様上、一部の項
目が取り込み（インポー
ト）できない場合は、」

直接インポートする過去の利用統計データ
は、新システムが標準で備える統計出力機能
において、新システム稼働後の新規データと
データベース上で完全に統合・合算され、同
一画面および同一出力帳票上でシームレスに
時系列比較ができることを必須仕様と理解し
てよろしいでしょうか。そのうえで、「一部
の項目」とは、具体的にどの程度の項目を意
味しますか、また、必須移行項目はございま
すでしょうか。

1.統計データのデータベース上での統合・合算および時系
列比較について
新システム稼働後における過去データと新規データの時系
列比較は、業務上の利便性および行政報告等の観点から、
可能な限り同一画面または同一帳票上で継続して確認・比
較できることが望ましいと考えています。
ただし、新システムのパッケージ標準機能の仕様上、デー
タベース上の完全な統合・合算が技術的に困難な場合に
は、過去統計データを参照用として別途保持する等、職員
が過去の実績や推移を容易に確認・集計できる代替手段
（運用面でのカバーを含む）が確保されていれば差し支え
ありません。
2.「一部の項目」の具体例および必須移行項目について
「一部の項目」とは、新・旧システム間のデータ構造や集
計軸（コード体系や分類項目等の違い）の差異により、単
純な自動インポート（1対1のマッピング）ができない細目
や属性データを想定しています。
また、必須移行項目としては、図書館運営において不可欠
な年報作成や各種行政報告（公共図書館調査）の基礎とな
る主要な数値（例：有効登録者、自治体内有効登録者、月
別・年度別の総貸出冊数、利用者区分別・分類別の集計
データなど、経年比較に最低限必要な基幹統計）を指して
います。
具体的な移行対象項目や、万が一インポート不可となる場
合の取扱方針、および代替の集計・閲覧方法の詳細につい
ては、契約締結後の詳細設計段階において協議のうえ決定
します。
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7
仕様書第４の７
（１）ア

バージョンアップについて

OSのメジャーアップデート（例：Windows 10
からWindows 11への移行）につきましては、
既知の互換性情報に基づく対応を前提として
おります。 なお、対応の過程で予期しない
事象への対応や追加作業が必要となった場合
には、影響範囲を確認のうえ、スケジュール
および費用について改めてご相談させていた
だく場合がございますがよろしいでしょう
か。

OSのメジャーアップデート等に伴う互換性対応および動作
検証については、原則として保守・運用業務の範囲内（追
加費用なし）での実施を前提としています。
ただし、通常の保守範疇を超える特段の対応や個別の協議
が必要となる事態が生じた際には、影響範囲や費用・スケ
ジュール等を発注者と受託者でその都度誠実に協議のうえ
決定するものとします。計画的かつ円滑なバージョンアッ
プ作業の実施をお願いします。

8 仕様書第４の７オ

なお、消耗品(インク、用
紙等)以外の修理・部品交
換に関して、別途費用を請
求することはできないもの
とする。

プリンタには有寿命品という部品がありま
す。 有寿命品は保守交換対象とはなりませ
ん。 有寿命品は消耗品同様に保守交換の対
象外となり、別費用が発生しますがよろしい
でしょうか。

プリンタ等の有寿命品の交換については、原則として保守
費用に含まれるものとして想定しています。
ただし、ご提案される機器の仕様やメーカー保守の条件に
おいて別途費用が発生する場合は、その具体的な範囲や費
用負担の考え方を提案の中に明確に記載していただくよう
お願いします。内容を確認のうえ、契約締結時の協議の参
考とさせていただきます。

9 仕様書第４の８

抽出データは、CSV等の汎
用的かつ機械判読可能な形
式とし、ヘッダー行、日本
語項目ラベル、コード値に
対応する表示名称または
コード定義一覧を確認でき
ること。

抽出データはCSV等の汎用形式が指定されて
いますが、MARCデータ（書誌・所蔵データ）
については、その階層的かつ可変長なデータ
構造特性上、CSV形式での完全な表現が技術
的に困難です。そのため、MARCデータに限
り、CSVで全て出力することができませんの
で、了承をお願い申し上げます。

MARCデータの特性上、CSV形式での出力が技術的に困難で
あるとのご指摘については了承しました。
書誌・所蔵情報が欠損や構造の崩れなく適切に引き渡さ
れ、将来的な再利用や検証が可能な、MARC固有の標準形式
（またはそれに準ずる機械判読可能な汎用形式）によるご
対応で差し支えありません。
具体的なデータフォーマットやファイル仕様の詳細につい
ては、契約締結後の協議において決定します。
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10
仕様書第４の１１
（５）

前項アにより機器の修理・
交換・買替が生じた場合で
あっても、受託者は当該機
器の接続設定、初期セット
アップ及び現地・リモート
による再設定の役務につい
て～中略～別途請求するこ
とはできない。

リモートで実施できる作業を除き、初期セッ
トアップ作業、現地設置接続設定作業は保守
作業ではない為、別途費用が発生します。

機器の修理・交換・買替に伴う接続設定、初期セットアッ
プ、および現地・リモートによる再設定作業については、
仕様書第4の11(5)のとおり、原則として保守・運用業務の
範囲内（追加費用なし）でのご対応を求めています。
障害等による機器交換時の現地作業も含め、システムの安
定運用に不可欠な役務として想定していますので、別途の
費用請求はできないものとします。当該役務の対応費用は
保守費用の中に含めて提案いただくようお願いします。

11 機器構成一覧 ３．９ バッテリー内蔵について

レシートプリンタの内蔵バッテリー要件につ
いて、モバイルバッテリーや移動図書館車の
シガーソケットから電源供給可能なモデルを
代替案としてご提案してもよろしいでしょう
か。

プロポーザル実施要領（第2の2）に基づき、サービス向上
や費用対効果の実現に資する周辺機器の積極的な代替提案
は認められております。
モバイルバッテリーやシガーソケットからの電源供給可能
なモデルのご提案も可能ですが、移動図書館車内等の運用
環境において必要な性能および安定性が十分に確保される
ことを、企画提案書等において明確に説明していただきま
すようお願いいたします。

12
プロポーザル実施要
領
第９の２（３）

質問書を電子メールで提出
すること。

現行の図書館メールアドレス（tosho＠taga-
lib.jp）は、新システムでも継続利用できる
という認識でよろしいですか。

図書館システムからの各種通知メールの送信については、
現在のドメインの継続利用を必須とするものではありませ
ん。
新システム側で独自にメールアドレス（ドメイン）を用
意・設定して運用する形でも差し支えありません。具体的
な送信方式や設定手順については、契約締結後の詳細設計
段階において協議のうえ決定します。
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13

要望機能一覧 No.4
「利用者ごとの貸出
レシート発行・不要
設定機能」

ポップアップ制御等の代替
機能による「◎」評価の許
容について

本機能の目的である「ロール紙の消費抑制と
窓口効率化」に関し、利用者マスタのコメン
ト等に「レシート不要」の情報を保持させ、
貸出処理時にシステムがその旨を画面上に
ポップアップ等でわかりやすく自動表示し、
職員がワンアクションで印刷を制御（非印刷
に切り替え）できる標準機能を備えている場
合、レシート不要登録およびロール紙抑制の
目的を十分に果たせることから、回答区分を
「◎」としてよろしいでしょうか。

ご提案のような標準機能を初期導入費用内で備えており、
ご提示の運用により目的が十分に達成できる場合は、回答
区分を「◎」としていただいて差し支えありません。
ただし、回答いただく際は【実-別紙1】の「補足説明」欄
に、具体的な動作内容（ポップアップ表示や操作手順等）
を記載いただくようお願いします。なお、回答区分が
「◎」または「〇」でありながら補足説明の記載がない場
合は、当該機能例が標準で備わっているものとして取り扱
います。

14

要望機能一覧 No.6
「目的・消去条件に
応じたコメント登録
管理機能」

消去条件選択と定型入力の
組み合わせによる「◎」評
価の許容について

本機能の目的である「窓口での確実な案内と
削除漏れ防止」に関し、システム標準の消去
条件設定（「毎回表示」「表示後消去」「表
示しない」等）を選択でき、かつ「職員用」
「利用者伝達用」等の目的区分をコメント欄
への定型文記載によって識別することで削除
漏れを確実に防ぐ運用が可能な場合、業務上
の目的を満たしているものとして、回答区分
を「◎」としてよろしいでしょうか。

ご提案のような標準機能を初期導入費用内で備えており、
ご提示の運用により目的が十分に達成できる場合は、回答
区分を「◎」としていただいて差し支えありません。
ただし、回答いただく際は【実-別紙1】の「補足説明`欄
に、具体的な機能の仕組みや職員の操作・運用手順をご記
載いただくようお願いします。なお、回答区分が「◎」ま
たは「〇」でありながら補足説明の記載がない場合は、当
該機能例が標準で備わっているものとして取り扱います。

15

要望機能一覧 No.8
「年齢・学年に応じ
た有効期限の自動設
定機能」

区分設定と手動修正の運用
スキームによる「◎」評価
の許容について

本機能の目的である「移動図書館車でのカー
ド期限切れ対応の円滑化と児童生徒の利用し
やすさ（4月1日の窓口集中回避）」に関し、
登録時の利用者区分（児童生徒）に基づく有
効期間の自動判定（初期設定）ができ、特定
の利用者区分に関してはWebから自身で有効
期限更新ができます。この組み合わせによ
り、窓口業務に支障が出ない運用を提供でき
る場合、回答区分を「◎」としてよろしいで
しょうか。

ご提案のような標準機能を初期導入費用内で備えており、
ご提示の運用により目的が十分に達成できる場合は、回答
区分を「◎」としていただいて差し支えありません。
ただし、回答いただく際は【実-別紙1】の「補足説明」欄
に、具体的な自動判定の仕組みやWeb更新の手順等の運用
方法をご記載いただくようお願いします。なお、回答区分
が「◎」または「〇」でありながら補足説明の記載がない
場合は、当該機能例が標準で備わっているものとして取り
扱います。
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実施要領または仕様

書の関連個所
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16
要望機能一覧 No.10
「システム内問合せ
フォーム機能」

システム内問合せフォーム
機能における運用要件と窓
口の一意性の「◎」評価の
許容について

要望機能に記載されている「システム内問合
せフォーム機能」について、その送信先は
パッケージソフトのサポート窓口（開発ベン
ダー等）という想定でよろしいでしょうか。
また、仕様書P9に「土日を含む開館時間中の
一元的な窓口」とありますが、この問合せ
フォームによる回答も、土日を含めた即時サ
ポート対応が求められますでしょうか。それ
とも、「システム内での一元的なやり取りと
過去事例の参照を可能にすることで、事務作
業の効率化を図る」目的を満たす提案であれ
ば、通常の保守時間（平日等）の範囲での問
合せ管理ツールとしてのご提案をすれば「無
償対応が可能（記号：◎）」と考えてよいで
しょうか。

本機能における送信先は、職員から開発ベンダー（ＳＥ）
への問い合わせです。本機能は、土日を含む開館時間中の
保守・問い合わせ窓口とは切り分けて考えています。通常
の保守時間内の管理ツール・機能として提供いただける場
合は、目的を満たしているものとして回答区分を「◎」と
していただいても差し支えありません。
ただし、回答いただく際は【実-別紙1】の「補足説明」欄
に、具体的な操作画面の操作や職員間での情報共有の仕方
などの手順等の運用方法をご記載いただくようお願いしま
す。なお、回答区分が「◎」または「〇」で補足説明の記
載がない場合は、当該機能例が標準で備わっているものと
して取り扱います。

17
要望機能一覧 No.12
「職員間申し送り共
有掲示板機能」

職員メッセンジャー等と運
用ルールの組み合わせによ
る「◎」評価の許容につい
て

本機能の目的である「時間差出勤等における
重要な申し送りの確実な伝達と情報の整理」
に関し、システムログイン時の共通画面にお
ける「職員メッセンジャー」や「ポータル
（お知らせ欄）」への一斉通知機能、および
職員間でのメッセージ既読管理・手動削除
（クリア処理）機能を備え、本文内に重要度
や掲載期間を明記する運用を行うことで申し
送り漏れを防げる環境を提供できる場合、回
答区分を「◎」としてよろしいでしょうか。

ご提案のような標準機能を初期導入費用内で備えており、
ご提示の運用により目的が十分に達成できる場合は、回答
区分を「◎」としていただいて差し支えありません。
ただし、回答いただく際は【実-別紙1】の「補足説明」欄
に、具体的な機能の仕組み（表示方法や既読管理の仕様
等）や職員間での運用手順をご記載いただくようお願いし
ます。なお、回答区分が「◎」または「〇」でありながら
補足説明の記載がない場合は、当該機能例が標準で備わっ
ているものとして取り扱います。
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18
審査実施要領 別紙2
「①要望へのシステ
ム適応度」

要望機能における「本来の
業務目的」を達成する代替
提案の評価基準について

要望機能一覧の各機能について、機能例に記
載された画面遷移や詳細な制御方法と完全に
同一ではないものの、「※」に記載されてい
る本来の業務目的（ペーパーレス化、確認ミ
スの防止、職員の作業効率化等）を、パッ
ケージ標準機能と運用の工夫（追加費用な
し）により達成可能な場合、回答区分を「◎
（標準機能対応）」として提案・回答してよ
ろしいでしょうか。

各要望機能の個別仕様と完全に同一でない場合でも、パッ
ケージの標準機能と運用の工夫を組み合わせ、本来の業務
目的（ペーパーレス化、確認ミス防止、作業効率化等）が
初期導入費用内で十分に達成できる場合は、回答区分を
「◎」としてご回答いただいて差し支えありません。
ただし、ご回答いただく際は【実-別紙1】の「補足説明」
欄に、使用する標準機能と運用の工夫による目的達成の方
法を具体的にご記載いただくようお願いします。なお、回
答区分が「◎」または「〇」でありながら補足説明の記載
がない場合は、当該機能例が標準で備わっているものとし
て取り扱います。

19

審査実施要領 別紙2
「④実施体制・スケ
ジュール」 / 仕様書 
第４の３の２（２）
イ

蔵書点検の並行実施に伴
う、本番データ移行完了の
デッドライン（実質4〜5日
以内）について

12日間の休館期間中、約8万〜10万冊規模の
蔵書点検を新システム端末およびハンディ
ターミナル等を用いて並行実施する計画です
が、点検開始前に「書誌・所蔵・利用者デー
タ等」の本番コンバートと点検用端末へのマ
スタ送信が完全に完了している必要がありま
す。この作業工程上、12日間のうち、実質的
なデータ移行作業（データの流し込みと初期
整合性検証）に割ける時間は最初の「4〜5日
間以内」がタイムリミットであり、この期限
内の移行完了を担保する計画であるべき、と
の理解でよろしいでしょうか。

データ移行の完了時期について、最初の4〜5日以内という
一律の固定的な期限を町側で定めているものではありませ
ん。
ただし、10日間の休館期間の後半において、新システムで
の蔵書点検作業を行いデータ移行の確認が必要だと考えて
いるため、全工程が同期間内に安全に収まり、点検作業に
支障をきたさない実現可能なスケジュールをご提案いただ
くことを期待しています。詳細な実行スケジュールは契約
締結後において協議のうえ決定します。
また、データ移行から検収、蔵書点検に至るまでの工程管
理やリスクヘッジの妥当性については、審査項目④（実施
体制・スケジュール）および⑤（導入支援・研修）におい
て総合的に評価します。


